
事業群評価調書（令和元年度実施）

3

(１)

①

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 10% 20% 30% 40% 50%

②／①
（達成率）

140% 100% 126%

H29実績 H29目標 H29実績

H30実績 H30目標 H30実績

R元計画 R元目標

数値目標なし 833 ―

数値目標なし 898 ―

数値目標なし

数値目標なし 78 ―

数値目標なし 80 ―

数値目標なし

5 5 100%

5 5 100%

5

20 32 160%

20 14 70%

20

取組
項目
ⅰ

協議会・部会の開催
回数（回）

　各医療圏において、医療計画の進捗等を協議
するための会議を開催するなど、長崎県の総合
的保健医療対策の推進を図った。

活動
指標

検討対象とする疾患
数（件）

4,333 3,825 1,610

成果
指標

1,608

5,649

●事業の成果
・H30年度における協議会開催回数は、
前年度に長崎県医療計画の改訂が完
了し、新計画の初年度であったため、進
捗確認等で提供できるデータがまだ乏
しく、回数未達成となったが、全ての医
療圏において少なくとも1回会議を開催
し、必要な事項について十分に検討で
きた。

1,6004,306

3,277

医療政策課

2
保健医療対策費

H16-

4,218

県民

30年度事業の成果等

中
核
事
業

達成率

２．30年度取組実績（令和元年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名

進捗状況

基 本 戦 略 名 互いに支えあい見守る社会をつくる 事業群主管所属 福祉保健部医療政策課

施 策 名 必要なときに必要な医療・介護・福祉サービスが受けられる体制の整備 課 （ 室 ） 長 名 伊藤　幸繁

事 業 群 名 医療提供体制の構築－２（医療提供体制の構築） 事業群関係課(室) 薬務行政室、国保・健康増進課、障害福祉課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　将来の医療需要予測に基づき、目指すべき医療提供体制を含む構想を策定、その実現に向け在宅医
療の充実などに取り組み、効率的で質の高い医療提供体制の確保を図ります。また、離島・へき地医療
の確保など地域における多様な課題の解決に取り組みます。

ⅰ）ドクターヘリ運航等救急医療体制の構築・災害時や感染症発生時における医療の体制強化
ⅱ）ニーズに応じた医薬品や医療機器等を安定して供給できる体制づくりの強化

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

地域で必要な医療機能の整備率

50%
（R2）

  本県では、団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、患者数の
将来推計等に基づき、目指すべき医療提供体制の姿を描いた「長崎
県地域医療構想」を平成28年11月に策定した。
  構想実現のため、県民が住み慣れた地域で安心して暮らすことがで
きるよう、消費税を財源とする「地域医療介護総合確保基金」を活用
し、医療と介護が一体となって、医療機能の分化・連携、在宅医療の
充実、人材の確保を柱とする取組を進めている。

※地域で必要な医療機能の整備率=地域医療構想で目標としている
令和7年度の回復期病床の整備率。
　 令和2年度はその50%を目標としている。

順調

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

所管課(室)名

1

ドクターヘリ運営事業
費

H18-

298,295 205,797
救急患者搬送件数
（件）

指標

医療政策課

事業
期間

事業費　(単位:千円）

平成30年度事業の実施状況
（令和元年度新規・補正事業は事業内容）

○298,672 195,629 3,986

成果
指標

●事業の成果
・消防本部等から1,129件の要請があ
り、898件出動。出動できなかった事例
は天候不良57件、別件出動中146件、
時間外11件、要請側からのキャンセル
17件。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・ドクターヘリを使った救急患者搬送を
行うことで、救命率の向上や後遺症の
低減を図るとともに医療機関の連携に
も寄与した。

304,445 189,879

活動
指標

出動要請に応えた割
合（％）

実績値② ―

4,023

救急患者

うち
一般財源

事　　業　　概　　要

14%

主な目標

3,987

　消防本部等からの要請によりドクターヘリを出
動させ、救急患者に対して救急現場及び搬送中
に適切な処置・治療を行い、救命率の向上や後遺
症の軽減を図った。

人件費
(参考)

事業対象

20% 38%



6 4 66%

6 6 100%

9

310 算定中 ―

310 算定中 ―

R元:2次救急医療機
関数（機関）

63

217 217 100%

221 221 100%

223

2,968 2,879 97%

2,920 3,055 104%

3,025

数値目標なし 1,509 ―

数値目標なし 1,058 ―

数値目標なし

数値目標なし 159 ―

数値目標なし 186 ―

数値目標なし

62 54 87%

60 54 90%

59

数値目標なし 143,284 ―

数値目標なし 140,854 ―

数値目標なし

64 64 100%

64 64 100%

64

0 0 100%

0 0 100%

0

96 99 103%

100 98.5 98%

100

15.7 16.8 93%

15.1 16.6 90%

15.1

取組
項目
ⅰ

障害者歯科診療・休日
歯科診療事業 S60-

19,400

国保・健康増進課
18,667

●事業の成果
・長崎県口腔保健センター歯科診療所
を核として、地域では歯科診療に巡回
歯科診療を行い、佐世保市に歯科診療
車を活用した常設診療拠点による障害
者歯科診療の充実を図り、県内の障害
者歯科医療体制の確保に寄与した。18,667

12,785

医療政策課
3,987

797

成果
指標

活動
指標

第二次救急医療体制
整備費

障害者、休
日歯科診
療は県民

S63-

136,366

471,404 33,427

110,156

18,821 18,821

障害者歯科診療の受
診者数（人）

43,885

797

医療機関

●事業の成果
・病院群輪番制病院や救急医療協力病
院等により二次救急医療提供体制が確
保された。

　長崎県歯科医師会に委託し、障害者の歯科診
療及び休日における歯科診療の確保を行った。

活動
指標

成果
指標

　休日・夜間等における手術・入院を必要とする
重症救急患者の医療を確保するため、二次救急
医療機関に運営費や施設・設備整備に対する補
助を行った。

H29-30:二次救急医
療機関における救急
業務に携わる医師数

（人）

3

施設・設備整備に対
する補助件数（件）

3,986

障害者歯科診療の診
療日数（日）

4,023

17,007

医療機関、
消防、医師
会、保健
所、市町、
県民

1,595

1,615

32,659

1,594

成果
指標

在宅当番医情報の利
用件数（件）23,224

　災害医療・救急医療に関する情報システム等を
整備することにより、災害時・救急時の医療を確
保した。

1,595

活動
指標

救急医療情報利用機
関数（件）

6

広域災害･救急医療情
報システム費 H11-

14,051 9,932

医療政策課

8,596

50,095 25,349 1,594

成果
指標

精神科救急医療セン
ターでの対応件数
（入院・外来）（件）

活動
指標

　精神科救急医療センター（県精神医療センタ－
内）において、24時間365日、医師等を常時配置
し、救急受診者に対する診療体制を確保し、急性
期患者の受け入れや、精神障害者又は家族等か
らの医療相談に対応した。また、精神障害者等の
状態に応じて、外来受診又は入院可能な医療機
関の紹介を行った。併せて、休日等の6医療圏域
毎の救急輪番体制を整備し、精神科急性期患者
の受け入れ及び医療相談等を行った。

情報センタ－対応件
数（件）

精神科急
性期患者
等

4

1,609

19,400 805

●事業の成果
・個々の相談に応じた医療機関の紹介
や受診援助に関する適切な情報提供を
行った。
【情報センター対応件数】
H29:1,509、H30:1,058
【救急医療センター対応件数】
H29:148、H30:186

5

精神科救急医療体制
整備事業費

H19-

49,810 25,207

障害福祉課
58,111 26,472

●事業の成果
・多くの県民が救急医療情報システムを
利用し、在宅当番医の情報を得ること
ができている。また、広域災害救急医療
情報システムの周知により、災害時に
おいて医療機関や市町等が負傷者数
等必要な情報を入力・閲覧し、情報共
有できる体制が整備されている。

新規結核患者罹患率
（人口10万人対）18,936 13,981 1,595

結核患者、
健診対象
者

　結核患者への管理検診及び患者の接触者に対
する健診の実施、正しい結核知識の普及を行い、
感染予防及びまん延防止を図った。また、患者の
早期発見、早期診断のために啓発活動を行い、
医療従事者高齢者施設従事者等に向け結核に対
する意識向上を図った。

1,609 活動
指標

13,636

成果
指標

定点医療機関からの
情報収集（回）

結核予防対策事業
Ｓ61-

16,090 12,583

医療政策課

10,313 1,594

32,510

48,672 25,061 6,337

成果
指標

集団感染発生件数
（件）

●事業の成果
・平成30年度は、三類感染症（腸管出
血性大腸菌感染症）が散発事例として
25件発生したものの、集団感染が疑わ
れるものは発生していない。正しい手洗
い方法等の普及啓発の一定の効果が
得られた。

医療機関、
保健所、市
町、県民

　総合的な感染症対策を推進するため、エイズ等
感染症対策全般についての人材教育、普及啓発
活動等による感染症の予防を図った。

7
感染症予防対策事業

H11-

60,808

6,378

32,616

医療政策課

6,436

64,806

●事業の成果
・確実な接触者健診や管理検診を実施
し、結核まん延防止が図られた。また、
結核患者の早期受診・早期診断の地域
連携体制の整備に努め、重点的に活動
をおこなったことにより、患者発見に繋
がり一時的に罹患率が上昇していると
考えられ、未達成となった。

8

接触者の健診受診率
（％）

活動
指標



1,350 1,077 79%

1,600 930 58%

1,600

100 78 78%

95 73 76%

95

1 1 100%

1 1 100%

1

22,835 21,879 95%

23,680 21,789 92%

23,543

500 525 105%

500 524 104%

500

7.0以下 7.6 92%

7.0以下 8.3 84%

7.0以下

20 20 100%

20 20 100%

20

0 0 100%

0 0 100%

0

12 13 108%

12 12 100%

12

5.8 3.0 193%

5.1 2.0 255%

4.3以下

10 12 120%

10 10 100%

10

11.0以下 7.6 100%

11.0以下 10.8 100%

11.0以下

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅱ

22,202 12,210 3,189

成果
指標

検査で陽性となった
方の医療機関受診率
（％）19,374 8,824

●事業の成果
・無料の肝炎ウイルス検査を実施し、陽
性者に対しフォローアップを行うことで、
適切な肝炎治療に繋がった。また、平
成30年度は肝炎医療コーディネータの
養成を行い、肝炎対策を関係医療機関
や市町と協働して実施するための体制
整備を図った。

肝炎ウイル
ス検査未受
験者、医療
機関

9
肝炎対策事業費

H19-

21,537

3,189

3,21810,581

医療政策課

活動
指標 検査受検者数（人）

県民

　肝炎ウイルス検査の実施及び受検勧奨、陽性と
なった者へは受診勧奨等のフォローアップを行っ
た。また、肝疾患治療の拠点病院である長崎医療
センターに設置している肝疾患相談支援センター
と連携し、患者等に対する相談支援を行った。

15,564 7,771 11,958

成果
指標

無承認無許可医薬品
による健康被害者数
（人）137,629

12 S40-

82,117 75,499

薬務行政室

活動
指標

121,331

10 S39-

5,250

8,770

2,626

活動
指標

　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器等の品
質、安全性を確保するため、薬局、医薬品販売業
者、医薬品製造業者等の立入検査、監視指導を
実施した。

11

16,092

　少子高齢化や若年層の献血離れにより、献血
者が減少している。輸血が必要な方に血液製剤
を安定的に供給するため、市町や血液センターと
連携し、献血大会をはじめとする各種イベントを開
催し、献血の普及啓発を行った。また、医療機関
における血液製剤の適正使用を図るため、輸血
療法委員会を開催した。

4,893

3,189

8,046

○4,828 4,828 8,769

成果
指標 献血確保目標量（L)

4,893

若年層啓発イベント
の開催回数（回）

490

2,051

370 370 3,189

成果
指標

監視指導における違
反率（％）

490
●事業の成果
・毒物劇物営業者に対する講習会や立
ち入り検査を実施し、毒物劇物の適正
な取扱いや事故防止対策を徹底するこ
とで、県民の健康被害の未然防止に繋
がった。

11,960

11,960

S40-

2,871

11,958

1,191

16,092

16,092

薬務行政室

販売業者、
県民等

　流通している無承認無許可医薬品（医薬品成分
を含む健康食品）の買上検査や「薬と健康の週間
（10月）」期間中の啓発活動等を実施するととも
に、災害備蓄医薬品の購入による適正備蓄や
ジェネリック医薬品を普及促進するための協議会
を開催した。

薬務行政室

薬業団体、
医療関係
者等

2,528

2,263 2,263 10,364

成果
指標

監視指導における違
反率（％）1,191

16,092

13 S28-

1,080 1,080

薬務行政室

麻薬指導取締費

●事業の成果
・麻薬取扱者に対する講習会や立ち入
り検査を実施し、麻薬・向精神薬の適正
使用の促進や不正流通の防止を徹底
することで、県民の健康被害の未然防
止に繋がった。

医療従事
者等

　麻薬・向精神薬は医療の分野において必要不
可欠である一方で、乱用されると乱用者個人の健
康だけでなく社会的にも大きな弊害をもたらすこと
から、麻薬・向精神薬の適正使用の促進や不正
流通の防止を徹底するため、麻薬取扱者に対す
る立入検査や講習会を実施した。

14 S25-

367

●事業の成果
・市町や血液センターと連携し、献血推
進大会等を開催して、若年層を含む県
民の献血への理解促進につながった。
また、献血確保目標量は92％と目標を
下回ったが、県内医療機関からの需要
に対する輸血用血液製剤の供給は
100％確保することができている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・輸血用血液製剤をはじめ医薬品の安
定供給に寄与した。

活動
指標

毒物劇物講習会での
講演回数（回）

活動
指標

麻薬等講習会の開催
回数（回）

毒物劇物
営業者、業
務上取扱
者等

　毒物劇物の不適正な取扱いにより、県民の健康
被害を及ぼすことがないよう、農薬危害防止運動
期間を中心に、毒物劇物営業者に対する講習会
や立入検査を実施し、適切な取扱い等について
指導した。

立入検査数（箇所）

●事業の成果
・買上調査や各種啓発活動による注意
喚起などを実施した結果、県民の健康
被害の未然防止に繋がった。また、協
議会を中心とした取組みにより、ジェネ
リック医薬品の普及率向上に寄与した。

活動
指標

無承認無許可医薬品
のおそれがある健康
食品等の買い上げ調
査（検体数）

●事業の成果
・薬局等を対象に目標どおり立入検査
を実施した。違反率は、8.3％と目標を
下回ったが、違反施設については継続
的な指導を実施し、改善および再発防
止の徹底を図ったことで、医薬品等の
不適正管理による健康被害の未然防
止に繋がった。

367

10,365

2,635 2,169

成果
指標 違反率（％）

献血及び骨髄移植推
進費

薬事監視指導費

薬務行政費

毒物及び劇物指導取
締費

薬務行政室

5,250



47,500 43,960 93%

47,500 45,590 95%

47,500

20 15 75%

20 22 110%

20

事業構築の視点

1 ―

2 ―

3 ―

4 ―

5 ②

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅰ

４．令和元年度見直し内容及び令和2年度実施に向けた方向性

活動
指標

臓器提供意思表示
カード配布数（枚）

保健医療対策費

ドクターヘリ運営事業
費

障害者歯科診療・休日
歯科診療事業 ―

地域からの巡回歯科診療ニーズに対応するため、歯科診療車の有効活用など県歯科医師会と効率
的な運営を検討しながら、障害者の歯科医療体制の確保を継続していく。

―
救急医療体制の中心的役割を担う輪番制病院、救急医療協力病院への効率的な支援を検討してい
く。

現状維持

精神科救急医療体制
整備事業費 ―

活動指標、成果指標ともに前年度と同水準で推移しており、情報センタ－の目的である個々の相談
業務に応じ医療機関の紹介や受診援助に関する情報提供等が適切に行われている。引き続き休日
夜間の対応を行うほか、平日夜間について、必要性等を把握のうえ実施の要否等を検討する。

改善

●事業の成果
・10月の臓器移植普及推進月間に合わ
せて、県庁や眼鏡橋などのグリーンリボ
ンライトアップを行うなど、県民が臓器
移植について考えるきっかけを作ること
ができ、移植医療の推進に寄与した。

（公財）長
崎県健康
事業団

― 引き続き効率的な運用を図っていく。 現状維持

―
医療計画、地域医療構想を推進していくための協議の場として引き続き保健医療対策協議会等を活
用していく。

現状維持

令和元年度事業の実施にあたり見直した内容

15
臓器移植対策事業

S60-

5,723

　臓器移植コーディネーターの設置費について助
成を行い、連絡調整・普及啓発の委託を行うこと
で、県民の臓器提供・移植に対する理解の深化、
移植医療の推進を図った。

5,666

（令和元年度の新たな取組は「R元新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載）

成果
指標

臓器提供情報件数
（件）

2,422

5,666 2,392

見直し区分

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ⅰ）ドクターヘリ運航等救急医療体制の構築・災害時や感染症発生時における医療の体制強化

ⅱ）ニーズに応じた医薬品や医療機器等を安定して供給できる体制づくりの強化

・輪番で救急を担う病院の設備・施設整備の支援、救急医療協力病院へ補助を行うとともに、ドクターヘリについては、要請件数増加に伴う重複要請対策として、平成30年度から佐賀県との相互応援協定に基づく、運
航を開始した。引き続き、重複要請の発生状況をみながら、効果的な対応を検討することとしている。
・休日、夜間に発生する精神科救急医療に対する体制整備は、現在、各保健所圏域で精神科輪番病院制で速やかなる対応をしている状況であり、課題となっている平日夜間の救急や身体合併症のある精神科救急
患者への対応については、引き続き、精神科医・一般科医・警察・消防等との関係機関と連携を図りながら、精神障害者の救急医療が適切かつ効率的に提供されるよう検討を行っていく必要がある。
・課題であった佐世保・県北地区の障害者歯科診療体制の充実について、平成29年度から歯科診療車を活用することにより解決を図った。今後、関係者と引き続き連携を図りながら円滑な運営を行っていく必要があ
る。
・災害対策地方本部にて医療関係の総合調整を行う県災害医療地域コーディネーターを養成するための研修を実施し、新たなコーディネーターを委嘱した。今後、大規模災害等への体制整備を図るため、広域搬送拠
点臨時医療施設（SCU）の長崎空港への設置に向けて必要な資機材の整備や訓練を実施し、災害医療体制の強化を行っていく。
・集団感染リスクが高い感染症の発生時においては、保健所による患者調査と接触者の調査によって、早期探知し、感染者には受診勧奨、除菌確認を行い、まん延防止を図った。なお、保健所による集団生活施設を
重点とした衛生教育等により、集団感染の防止に引き続き努めていく必要がある。
・長崎県の結核の現状として、罹患率は減少傾向にあるものの減少率は低下し横ばいにある。結核患者を早期発見し、確実に治療を行うことは結核の罹患率を下げることに繋がっていく。長崎県の結核患者の８割が
高齢者であり、高齢者結核対策を進めていくことが重要になるため、高齢者が集団的生活をする施設や医療機関などに対し、結核健診の実施や有症状時に早期発見できるよう現状の啓発活動の更なる推進が必要で
ある。
・肝炎対策について、平成30年度は肝炎医療コーディネータの養成を行った。今後、引き続き肝炎医療コーディネータの養成を図るとともに、関係機関と協働し、肝炎ウイルス検査未受験者の更なる受検勧奨を働きか
けていく必要がある。

・薬局、医薬品販売業者、医薬品製造業者等の立入検査等を行い、「不適」とされた施設については重点的に監視を行い、再発防止策の徹底を指導し、その後の改善を確認した。また無承認無許可医薬品について買
上調査や注意喚起などを実施し、健康被害の防止に努めた。
・献血確保目標量は概ね達成し、輸血用血液の安定供給に必要な献血量は確保することができた。しかし、少子高齢化が進む状況の中で、将来を担う若年層の献血協力が不可欠であり、今年度も若年層を中心とし
た献血協力の啓発活動を継続して実施する必要がある。

事業
番号

見直しの方向

取組
項目 事務事業名

R2年度事業の実施に向けた方向性

現状維持

第二次救急医療体制
整備費

5,723

5,684 2,3925,684

国保・健康増進課



6 ②

7 ②

8 ②

9 ②

10 ②⑥

11 ②⑤

12 ②⑥

13 ―

14 ―

15 ―

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅰ

注：「２．平成30年度取組実績」に記載している事業のうち、平成30年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

毒物及び劇物指導取
締費

麻薬指導取締費 ―

農薬危害防止運動期間を中心に、講習会等を通して適正な取扱いや販売について指導を行い、事
故防止対策を図っていく必要がある。

広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の各種訓練等への活用などにより災害医療体制の強化に努め
る。

― 現状維持

薬事監視指導費
違反施設に対する改善指導を徹底するため、薬事監視員研
修会等の内容を見直し、監視技術の向上を図る。

医薬品等一斉監視指導期間を中心に、研修会や立入検査を通して、医薬品等の適正な取扱いにつ
いての指導を行い、管理が不適切な医薬品等による健康被害等の防止対策を図っていく必要があ
る。さらに、違反施設に対する改善指導を徹底するため、薬事監視員研修会等の内容を見直し、監
視員による監視技術の向上を図っていく。

改善

薬務行政費
R1年度は、薬機法改正により、薬局の機能強化等が義務付け
られることから、関係団体等と連携しながら、各地区で説明会
を開催する。

法改正による薬局の機能強化等を図るため、国の委託事業を活用した研修会等を通じて、さらに質
の高い薬剤師・薬局を整備していく必要がある。また、ジェネリック医薬品の普及等については、国が
掲げる目標（R2年9月までに普及率を80%にする）達成に向け、さらに協議会等で取り組む必要があ
る。

改善

本事業は医療に必要不可欠な麻薬及び向精神薬を適正に使用し、乱用による弊害を防止することを
目的としており、違反や重大な事故を防止するために継続して事業を実施する必要がある。

現状維持

肝炎医療コーディネーターを養成し、肝炎対策を関係医療機
関や市町と協働して実施するための体制整備を図った。

結核予防対策事業
高齢者施設に対しての継続した講話等の実施や市町が行う
結核健診の受診率向上に向けた周知をおこなう。

高齢者結核に対する対策を強化し、また、一般住民に対しても結核の正しい知識の普及や疫学調査
及び結核菌分子疫学的調査の解析結果等をもとに結核の伝播経路等の検証を通じて、効果的な結
核対策を進める。その他、結核患者に対し、適切かつ確実な服薬支援を通じて感染の拡大・薬剤耐
性菌の出現を防止する。

医師会、医療機関と連携した訓練などを実施するとともに、長
崎県DMAT研修等の内容見直しを行った。

改善

感染症予防対策事業
感染症の発生、流行リスクの変化に応じて、原因究明を図りつつ、医師会等の関係者と連携して、情
報を発信していく。

現状維持

献血及び骨髄移植推
進費

R1年度は、若年層に対する啓発活動を関係機関と連携・強化
するとともに、これまでの献血大会を見直し、献血功労者表彰
に特化した式典として開催する。

若年層の献血者を確保し将来にわたって安定的に輸血用血液を供給するために、採血業務を行って
いる血液センターや市町と連携し若年層への啓発事業の充実、強化を図っていく。

改善

肝炎対策事業費

―

改善広域災害･救急医療情
報システム費

臓器移植対策事業 ―

県内からの臓器提供は継続的に年間2、3件行われてはいるものの、移植医療に対する病院内の体
制や看護師等従事者の理解は十分とは言えず、継続して本事業を推進していく必要がある。運転免
許証や健康保険証などに臓器提供の意思表示の記載欄はあるが、県内からの臓器提供の多くが家
族の承諾によるものであり、県臓器移植コーディネーターを通して広く県民に啓発を図る必要がある。

改善

関係機関を通じての肝炎対策の周知や肝炎医療コーディネーターの養成を継続し、潜在的な未受検
者の更なる受検促進を図る。また、肝炎ウイルス検査で陽性となった方を医療機関での定期的な検
査や適切な治療に繋げるため、各県立保健所と連携し対象者に対し更なるフォローアップ（受診勧
奨）を行う。

現状維持

【事業構築の視点】

① 視点① 事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
② 視点② 指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための

工夫を検討・実施できているか。
③ 視点③ 人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④ 視点④ 政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・

協力関係の整理ができているか。
⑤ 視点⑤ 県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥ 視点⑥ 県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦ 視点⑦ 戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧ 視点⑧ 国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨ 視点⑨ 経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩ その他の視点


